
北海道知事　鈴木　直道

農政第18号様式

実績報告書に添付す
べ き 関 係 書 類

農政第18号様式

別に指示する様式

　就農希望者や経営発展を目
指す農業者等に対して高度な
農業経営者育成教育や実践的
なリカレント農業教育を実施
するため、予算の範囲内で補
助する。

北海道告示第10903号

　　北海道が令和３年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

　　また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げる職にある者に

　委任する。

　　 令和３年６月２５日

(農政部所管分その１３)
交 付 申 請 書 の 提 出
部 数 、 提 出 期 限 及
び 提 出 先

補助金等の交付
に関する権限の
委 任

摘　　要
補 助 金 等 を 交 付 す る 事
務 又 は 事 業 の 名 称 及 び
そ の 目 的 又 は 趣 旨

補 助 対 象 者 補　助　対　象　経　費 補　助　率　等
交 付 申 請 書 に 添 付
す べ き 関 係 書 類

別に指示する様式

農政第31号様式 総合振興局
又は振興局
（全道の区
域にわたり
事業を行う
団体にあっ
ては、農政
部生産振興
局技術普及
課）

総合振興局長
又は振興局長
（全道の区域
にわたり事業
を行う団体が
実施する場合
を除く。）

農政第20号様式

農政第29号様式

提出期限 別に指示す
る日

農政第32号様式

農政第14号様式

農政第２号様式

提出先

提出部数 １部　農業経営者育成教育事業１ 農政第２号様式

（申請者が市町村
である場合を除
く。）

(１)

別記１の３のとお
り

　別記１の３の事業実施主体が行う、次の
事業に要する経費。

(２)　農業機械等導入事業 別記１の２のとお
り

　別記１の２の事業実施主体が農業経営者
育成教育推進事業を行う場合における経費
のうち、研修用農業機械又は農業設備の導
入に係る経費。

２分の１以内

(３)　リカレント農業教育機
関支援事業

(１)　農業経営者育成教育推
進事業

農業教育機関における教育カリキュ
ラムの強化

農業教育機関等におけるeラーニング
の導入

国際的な農業人材育成のための取組

別記１の１のとお
り

(２)

就職氷河期世代を含む社会人等への
リカレント農業教育の実施

農業教育機関等におけるeラーニング
の導入

定額
ただし、（３）に
係る経費の上限
は、研修生１名に
つき１海外研修当
たり助成対象経費
の２分の１又は60
万円のいずれか低
い額とする。

定額

(２)

(３)

　別記１の１の事業実施主体が行う次の事
業に要する経費。

(１)



農政第18号様式

農政第18号様式

農政第18号様式

農政第18号様式

農政第18号様式

２ 　北海道農業次世代人材投資
事業

定額(５)　経営発展支援金事業 市町村 　市町村が経営発展支援金事業を行う場合
における支援金を交付対象者に交付するた
めに要する経費

農政第14号様式 農政第18号様式

農政第29号様式

農政第20号様式 農政第31号様式

農政第162号様式
その２

農政第162号様式
その２

　次世代を担う農業者となる
ことを志向する者に対し、就
農前の研修期間の生活安定及
び就農直後の経営確立に資す
るため、予算の範囲内で補助
する。

１部

提出期限 別に指示す
る日

提出先 農政部生産
振興局技術
普及課

定額

提出先 総合振興局
長又は振興
局長

定額 農政第18号様式

農政第29号様式

農政第31号様式

農政第162号様式
その１

提出部数　公益財団法人北海道農業公社が準備型資
金事業を行う場合における準備型の資金を
交付対象者に交付するために要する経費

(２)　経営開始型資金事業

(１)　準備型資金事業(就職氷
河期世代の新規就農促進事業
含む)

農政第14号様式 農政第18号様式

農政第29号様式

農政第20号様式 農政第31号様式

農政第162号様式
その２

農政第162号様式
その２

提出部数 １部

提出期限 別に指示す
る日

農政第14号様式

農政第20号様式

農政第32号様式

農政第162号様式
その１

総合振興局長
又は振興局長

市町村 　市町村が経営開始型資金事業を行う場合
における経営開始型の資金を交付対象者に
交付するために要する経費

公益財団法人北海
道農業公社

農政第14号様式 農政第18号様式 提出部数 １部

農政第29号様式 提出期限 別に指示す
る日農政第20号様式 農政第31号様式

農政第32号様式 農政第162号様式
その１

提出先 農政部生産
振興局技術
普及課

(４)　経営開始型資金推進事
業

市町村 　市町村が経営開始型資金推進事業を行う
場合における当該事業に要する経費のう
ち、次に掲げるもの
　ア　報償費
　イ　旅費
　ウ　事務等経費
　エ　委託料

定額 農政第14号様式 農政第18号様式 提出部数 １部

農政第162号様式
その１

農政第20号様式 農政第31号様式

農政第162号様式
その２

農政第162号様式
その２

提出先 総合振興局
長又は振興
局長

(３)　準備型資金推進事業
（就職氷河期世代の新規就農
促進事業含む）

公益財団法人北海
道農業公社

　公益財団法人北海道農業公社が準備型資
金推進事業を行う場合における当該事業に
要する経費のうち、次に掲げるもの
　ア　報償費
　イ　旅費
　ウ　事務等経費
　エ　委託料

定額

１部 総合振興局長
又は振興局長提出期限 別に指示す

る日

提出先 総合振興局
長又は振興
局長

総合振興局長
又は振興局長農政第29号様式 提出期限 別に指示す

る日

提出部数



農政第18号様式

１

２

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

ア

イ

ウ

１

３ 　農山漁村振興交付金(最適土
地利用対策)

農政第２号様式 農政第２号様式 提出部数 １部

総合振興局
長又は振興
局長

別記２のとおり

農地等利用推進事業

(１)

総合振興局長
又は振興局長

　農地の有効活用や維持を図
るため、市町村等が行う荒廃
農地の再生利用活動や発生防
止の取組を支援するため、交
付金を交付する。

農政第29号様式

農政第31号様式

農政第32号様式

別に指示する様式

農政第14号様式 農政第18号様式

農政第20号様式

別に指示する様式

（申請者が市町村
である場合を除
く。）

提出期限

提出先

別に指示す
る日

(２)　低コスト土地利用支援
事業

　市町村等が次に掲げる事業を行う場合にお
ける当該事業に要する経費

粗放的利用事業

(１)

市町村
農業協同組合
土地改良区
農地中間管理機構
地域協議会

簡易トイレ

農機具収納施設

農業用ハウス

別記２のとおり

(ⅰ)

先進地視察、研修

(４) 最適土地利用計画及び整備計画の策定

農地等利用整備事業

(１)

(３) 除礫作業

(３)

(ⅲ) 先進地視察、研修

(ⅳ) 最適土地利用計画及び整備計画の策
定

(１)　農地等活用推進事業 　市町村等が次に掲げる事業を行う場合にお
ける当該事業に要する経費

(５)

刈払作業

(２) 集積・運搬

土壌改良

(６) 施設等補完整備事業

(ⅰ) 基盤整備

(４) 耕起・整地

資料の把握、区画形状・用水計画の検
討、計画平面図作成

(２) 専門家の派遣、ワークショップ

市町村
農業協同組合
土地改良区
農地中間管理機構
地域協議会

資料の把握、区画形状・用水計画の
検討、計画平面図作成

(ⅱ)

農業用用排水施設

農道

暗渠排水

客土

区画整理

農地等保全

農業環境整備(ⅱ)

粗放的利用推進事業

専門家の派遣、ワークショップ
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(ⅴ) 粗放的利用体制整備

放牧(家畜レンタル、家畜運搬、管
理経費等)

蜜源・緑肥・省力作物等(種苗費、
管理経費等)

(２) 粗放的利用整備事業

(ⅰ)

(ⅲ) 省力化機械

(ⅳ)

給水施設整備

電気牧柵

繋留施設整備

簡易家畜舎整備

家畜衛生設備

刈払作業

耕起・整地

刈払作業

省力化機械の導入

放牧

電牧器整備

(ⅱ) 蜜源・緑肥作物の作付け

耕起・整地

食糧増産推進事業

(ⅰ)

(ⅱ) 専門家の派遣、ワークショップ

(ⅲ) 営農指導、研修

(ⅳ)

(ⅴ) 生産性検証体制整備

食糧増産体制、検証項目、品目の検
討

食糧増産計画策定

省力作物等の導入

刈払作業

収集・運搬

除礫作業

耕起・整地

土壌改良

生産性検証事業

(１)

種苗費

肥料費

薬剤費

食糧増産実証整備事業

(ⅰ) 除礫作業

水利費

生産管理費

農業用機械・施設リース

機械経費

そのほか検証に必要な経費

伐根

(ⅲ) 土壌改良

(ⅳ)

(ⅱ) 耕起・整地

(２)



４ 一般社団法人北海
道酪農畜産協会

２分の１以内 提出部数 １部

　第13回全国和牛能力共進会
において本道の和牛を全国に
アピールすることを目的に、
北海道和牛のブランド化に向
けて、統一ブランド創出の取
組を推進するため、予算の範
囲内で補助する。

農政第14号様式

提出期限 別に指示す
る日

農政第29号様式

農政第20号様式

農政第31号様式

提出先 農政部生産
振興局畜産
振興課

農政第32号様式

別に指示する様式

別に指示する様式

　北海道和牛ブランド創出推
進事業

　北海道和牛のブランド化に向けて、一般社
団法人北海道酪農畜産協会が行う以下の取組
に要する経費
　１　北海道和牛のブランド化に向けた検
　　討会議の開催
　２　和牛ブランド調査及びPR活動等

農政第18号様式


